
【別表3】課税標準の特例明細書

区分 法人（個人）番号

※

　　　第 項第 号該当

　　　第 項第 号該当

1
2

※

　　　第 項第 号該当

㎡   法第７０１条の４１ ㎡

事業所等の所在地

課　税　標　準　の　特　例　内　訳
資　　　　　　産　　　　　　割 従 業 者 割

課税標準の特例適用
対象床面積　　　　㋐

控除割
合　㋑

控除事業所床面積
　（㋐×㋑）　　　　㋒

控除割
合　㋔

課税標準の特例適用対象
従業者給与総額　　　　㋓

控除従業者給与総額
　（㋓×㋔）　　　　　　㋕

雇用改善助
成 対 象 者

事業所等の名称

2,194,399

（　休　止　施　設　）

   法第７０１条の４１ ㎡

事業所等の名称 本社 事業所等の所在地

課　税　標　準　の　特　例　内　訳
資　　　　　　産　　　　　　割

㎡

従 業 者 割

課税標準の特例適用
対象床面積　　　　㋐

控除割
合　㋑

控除事業所床面積
　（㋐×㋑）　　　　㋒

課税標準の特例明細書 算
定
期
間

※※
処理
事項

整理番号 事務所

一宮総業株式会社

1234567891234

第
四
十
四
号
様
式
別
表
三

課税標準の特例適用対象
従業者給与総額　　　　㋓

控除割
合　㋔

控除従業者給与総額
　（㋓×㋔）　　　　　　㋕

申告区分

円

4,388,798

4,388,798 2,194,399
合 計

円 円

   法第７０１条の４１

円

氏 名 又 は
名 称

個 人 番 号 又
は 法 人 番 号

本町２丁目５番６号

平成　27　年　4月　　1日から

平成　28　年　3月　31日まで

課税標準の特例にかかる該当項目ごとにそれ

ぞれ適用される法令条項等を記載してくださ

い。

期末または廃止の日現在における課税標準

の特例にかかる床面積を該当項目ごとにそ

れぞれ記載してください。

なお、２以上の特例の適用がある場合には、

「事業所税申告の手引」P18の適用順位に

従い、上位の規定の適用を受ける「控除事

業所床面積㋒」を控除した後の床面積を記

載してください。

㋐に㋑の割合を乗じて得た控除事業所床面

積を記載してください。

算定期間中に支払われた従業者給与総額の

うち課税標準の特例にかかる給与等の額

（㋔の控除割合による控除前の給与等の

額）を該当項目ごとに記載してください。

㋓に㋔の割合を乗じて得た控除従業者給与

総額を記載してください。

課税標準の特例にかかる該当項目ごとにそ

れぞれ適用される控除割合を記載してくだ

さい。

この欄は記載しないでください。この欄は記載しないでください。

休止している施設がある場合は、「休止

施設届出書」を記載のうえ、課税標準の

特例内訳の欄に「休止施設」と記載し、

休止施設の面積を㋒の欄に記載してくだ

さい。

　　　第 項第 号該当

　　　第 項第 号該当

1
2

2,194,399
控 除 事 業 所 床 面 積 の 合 計 控除従業者給与総額の合計

雇用改善助
成 対 象 者

   法第７０１条の４１

合 計

２以上の事業所等について、課税標準の

特例の規定の適用がある場合は、この欄

に合計を記載してください。

なお、課税標準の特例明細書が２枚以上

となる場合は、最終の課税標準の特例明

細書のこの欄に合計を記載してください。

床面積について…

それぞれの記載欄ごとに１㎡の１００分の１未満を切り捨て。

従業者給与総額について…

それぞれの記載欄ごとに１円未満を切り捨て。

端数処理のしかた


